





土地調?事業研究通訊 = Comparative Study of Cadastral
































































 安徽省安慶府桐城県では、地片の大きさは 1/1 畝～1/10 畝の間に分布するので、中間値
をとって 1/5 畝か 1/6 畝とし、全県の課税田土面積 39 万餘畝であるので、全体で 200 万
の地片があるという推計がなされている。これは、順治～康煕初年のことで、推計は当地
の郷紳姚文然による。17 世紀末、江蘇省常州府武進県には、字号を付与されて課税対象と






 雍正 9 年（1731）、戸部侍郎の肩書きで江蘇省に派遣されて課税事務の督察を命じられ
た彭維新は、「官の側の糧冊（租税台帳の類）には、本当の名前が記載されておらず、簿籍
が（知県の管理する）内署にない」 ことを改善すべきだとの提案をおこなった。つまり、
課税土地の調査をしっかりとやり、台帳を整備すべきだという見解である。しかし、この
意見にたいし雍正帝は、「実姓的名（本当の姓名）を（台帳）に填注することは，繁擾を滋
くするだけで益がない」との硃批を与えた。 
 清代にも「清丈」を実施したという記事が頻見し、「魚鱗冊」「坵領戸冊」「戸領坵冊」「実
徴冊」などの台帳が作成された。しかし、そこに記された戸名や地片ごとの面積などの情
報が、当時の現実を正確に捉えていたわけではない。徴税機構それ自体が請け負い人によ
って担われ、現実の課税情報を記した「秘冊」の独占こそが請け負い人の飯の種であるな
らば、官府に提出された台帳類は現実の課税情報から意図的に乖離させられたはずである。
1933 年、武進県と南通県の田賦調査（万国鼎・荘強華・呉永銘らによる）は、国民政府の
膝元でも、こうした状況が持続していたことを示している。 
 中国の「無産」国家は大規模かつ流動的な民間社会を向こうにまわして私有土地を課税
の対象とするために調査の制度と膨大な台帳を産みだした。それは税制の法的な原則を担
保すべきものであったが、現実に官府に税収をもたらしたのは、さまざまな請け負い徴税
の仕組みであった。こうした現実にもかかわらず、請け負い徴税が公式の制度に昇格する
ことはなかった。支配の正統性を支える法的な原則は、現実から乖離した簿冊を作りつづ
けることによって維持され、請け負い人は官府のカラクリに協力することによってその存
在と利益を確保した。こうした共生関係が、国家の正統性と税収を支えていたわけである。 
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